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平成30年度診療報酬改定（外来 抜粋）
Ⅰ地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化、連携の推進

Ⅰ－２かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師・薬局の機能

②小児かかりつけ診療料の見直し

③小児科療養指導料の見直し

Ⅰ－４外来医療の機能分化、重症化予防の取組の推進

③かかりつけ医機能を有する医療機関における初診の評価

初診料 機能強化加算

Ⅱ新しいニーズにも対応でき、安心・安全で納得できる質の高い医療の実現・充実

Ⅱ－１－５小児医療、周産期医療、救急医療の充実

①小児入院医療管理料の包括範囲の見直し①小児入院医療管理料の包括範囲の見直し

がん拠点病院加算、緩和ケア診療加算の算定可能

②小児慢性特定疾病に罹患する患者に対する小児特定集中治療室管理料の対象年齢の延長

③小児に対する退院支援の充実

入退院支援加算

④かかりつけ医と連携した小児の運動器疾患に対する医学的管理の評価

小児運動器疾患指導管理料

⑤外来における妊婦加算の新設

⑥精神疾患を合併した妊産婦への指導管理に係る評価

ハイリスク妊産婦連携指導料

Ⅱ－１－６感染症対策や薬剤耐性対策、医療安全対策の推進

②外来診療等における抗菌薬の適正使用の推進

小児抗菌薬適正使用支援加算
平成30年度診療報酬改定について
個別改定項目について
中医協総



小児かかりつけ診療料の経緯

• 成育基本法の考えに基づき、地域のかかりつけ医の役割の充実
を図るために、日本小児科医会から要望
– 小児かかりつけ診療料は平成28年度改定時に新設

• 今回の改定以前
– 平成28年7月の小児かかりつけ診療料の届出は876医療機関
– 平成28年社会医療診療行為別統計では、– 28

• 小児外来診療料と小児かかりつけ診療料の算定回数合計のうち、

小児かかりつけ診療料は全体の4％程度

（参考）
中央社会保険医療協議会総会（第382回）
平成30年1月10日（水）
○外来医療（その４）について



小児かかりつけ診療料の見直し
• 基本的な考え方

– 医師の負担を軽減し、一層の普及を図る観点から、
夜間休日の対応を緩和

• 具体的な内容
– 地域の在宅当番医制等に協力する医師が配置されている保険医
療機関については、夜間・休日の相談等に係る要件について、地
域の在宅当番医等を案内することでもよい

– 算定要件– 算定要件
• 地域における夜間・休日の小児科外来診療に定期的に協力、または、
「＃８０００事業」に定期的に協力する常勤小児科医であること

• 上記を満たす医療機関なら、夜間・休日の相談等について、地域におい
て夜間・休日の小児科外来診療を担当する輪番医療機関又はいわゆる
「＃８０００事業」における電話相談を案内することも可能

（参考） 小児かかりつけ診療料（1日につき）
１．処方箋を交付する場合

イ 初診時 602点
ロ 再診時 413点

２．処方箋を交付しない場合

イ 初診時 712点
ロ 再診時 523点

（参考） 施設基準

小児科常勤医が1名以上いること
小児科外来診療料を算定していること

時間外対応加算１又は２を算定していること

以下の項目のうち、3つ以上に該当していること
初期小児初期救急医療で休日または夜間の診療を月に1回以上行う、
乳幼児健診、予防接種を実施、超重症児又は準超重症児に対して在宅医療、

幼稚園の園医又は保育所の嘱託医



初診料 機能強化加算 80点
• 基本的な考え方

– 外来医療のあり方に関する今後の方向性を踏まえ、
外来医療における大病院とかかりつけ医との適切な役割分担を図るため、
より的確で質の高い診療機能を評価する観点から、
かかりつけ医機能を有する医療機関における初診を評価する。

• 具体的な内容
– かかりつけ医機能に係る診療報酬を届け出ている医療機関において、
専門医療機関への受診の要否の判断等を含めた、専門医療機関への受診の要否の判断等を含めた、
初診時における診療機能を評価する観点から、加算を新設する

• 算定要件
– 地域包括診療加算、地域包括診療料、
認知症地域包括診療加算、認知症地域包括診療料、
小児かかりつけ診療料、
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院に限る。）、
施設入居時等医学総合管理料（在宅療養支援診療所又は在宅診療所又は 200 床
未満の保険医療機関療養支援病院に限る。）
を届け出等している保険医療機関（に限る。）において、
初診を行った場合に、所定の点数に加算する。



多職種連携
• 医療的ケア児への対応

– 小児科療養指導料の見直し
• 医療的ケア児が追加。

• 患者の通学する学校との情報共有・連携を要件とする。

• 小児科医が作成する治療計画に基づき、

小児科医以外の医療従事者が指導を行った場合でも算定可能

– 学校への情報提供に係る評価

医師以外の医療従事者、

学校等の医療現場以外の
関係者、

訪問看護や介護職員

との連携が
評価される

• 訪問看護情報提供療養費

– 長時間の訪問看護における医療的ケア児への対応
• 長時間訪問看護加算

• 訪問看護基本療養費 乳幼児加算

• 在宅患者訪問看護指導料、同一建物居住者訪問看護指導料 乳幼児加算

– 訪問看護ステーションが利用者に対して喀痰吸引等の業務

を行う介護職員等と連携した場合の評価（新設）

• 看護・介護職員連携強化加算

• 在宅患者訪問看護・指導料、同一建物居住者訪問看護・指導料、精神科訪問看

護・指導料 (新)  看護・介護職員連携強化加算



他科との連携
• 小児運動器疾患指導管理料 250点

– 小児の運動器疾患に対する適切な診療を提供するため、

かかりつけの医師からの依頼を受けて、

整形外科医が継続的な医学管理を行った場合の評価を新設

• ハイリスク妊産婦連携指導料1（月に1回）1000点、指導料2 750点
– 精神疾患の妊産婦に対して、産科又は産婦人科の外来における指導に係る評価を新設

– 産科又は産婦人科を担当する医師及び保健師、助産師又は看護師が共同して精神科又は心
療内科及び市町村又は都道府県（以下「市町村等」という。）と連携し、療内科及び市町村又は都道府県（以下「市町村等」という。）と連携し、

診療及び療養上必要な指導を行った場合

– 算定要件 （抜粋）

• 必要に応じて小児科と適切に連携して診療する体制を有していること

• 出産後の養育について支援を行うことが特に必要と認められる場合、患者に説明し、
その同意を得た上で、市町村、児童福祉法第 25 条の 2 に基づき設置された要保護児童
対策地域協議会

又は母子保健法第 22 条第 1 項に基づき設置された母子健康包括支援センター等に
相談し、情報提供を行うこと。

児童福祉法
要保護児童：保護者のない児童又は保護者に看護させることが不適当と認められる児童
要支援児童：保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童
特定妊婦：出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦



• 社会保障制度改革国民会議 平成２５年８月６日

– 報告書 ～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道筋～ （抜粋）

 少子化対策、子ども・子育て支援策は、すなわち次世代育成支援である。その目的は第一義的

に、すべての子どもたちが健やかに成長するために、出生前から乳幼児期、就学後ま

で一貫して切れ目なく良質な成育環境を保障することにある。

 市町村（母子保健担当、児童福祉担当）を中心として、保健所、産科・小児科等の医療機

関、認定こども園・保育所・幼稚園・小規模保育や家庭的保育、 学校等、様々な機関の関係者

子ども版の地域包括ケアの必要性

関、認定こども園・保育所・幼稚園・小規模保育や家庭的保育、 学校等、様々な機関の関係者

がその機能の連携・情報の共有の強化を図り、妊娠期からの総合的相談や支援をワ
ンストップで行えるよう、拠点の設置・活用を含めた対応を検討する必要がある。

要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の
連携の一層の推進について （平成28年12月16日）

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長

医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進に
ついて (平成28年6月3日)

厚生労働省医政局長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉長、

内閣府子ども・子育て本部統括官、文部科学省初等中等教育局長通知



第43回社会保障審議会児童部会 最近の子育て支援をめぐる状況
平成２９年１月１３日（金）



• 「子どもは未来 国の宝」
– すべての子が健康に育つ社会を目指す

• 少子化といえども、医療のニーズは高まる
– 疾病構造の変化、育児と仕事の両立、受診行動の変化

• 医療だけでは解決できない課題が多い

子育てと医療の連携

– 多方面、多職種からなる地域包括ケアの観点で子育てができる地域作り

• 診療報酬の観点からは、医療機関以外とも効果的な連携がで
きる、「情報共有、情報提供等」への評価が必要

• かかりつけ医の役割 ➡ 小児かかりつけ診療料
– 体調不良時だけではなく、健康な普段の時であっても役割がある



学
校
等
の

在宅医療

医療的ケア児

発達障害・心身症

思春期・学校保健

学校医・園医

障害保健福祉

ハイリスク妊産婦連携指導料
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